Ⅶ　事務事業執行概要
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総務企画課
総務グループ
局内業務を円滑に推進するため、各グループとの連絡調整を行うとともに、局の組織、定数及び職員の人事、服務、研修に関する事務などのほか、局の歳入歳出予算の編成、歳出予算の執行、各種の財務に関する調査並びに決算に関する事務を行った。
１. 局内各室課との連絡調整
　　局の主管課として、局内各室課に対し、総務事務、幹部会議等における連絡調整業務を適切に行うとともに、局内他課の所管に属さない事項等についても相互間の連絡を図り、大阪都市計画行政の円滑な運営に努めた。
２．人事管理
　　局の組織・定数等人事管理の適正を期するため、常に関係当局と緊密な連携を図り、局内各室課との連絡調整に努めた。
３. 職員の衛生管理状況
　　常に職場環境の整備改善を図り、課員の健康保持、疾病予防に努めた。
４．予算管理
局全体の予算編成並びに決算に関する事務、各予算執行機関への歳出予算の配当、各種の財務に関する調査及びその他調整事務を処理した。
なお、歳入歳出予算の概要は、次のとおりである。
【一般会計】
（１）当初予算
　　　①歳入　　2,931,719千円 
　　　②歳出　 10,705,662千円
　　　　　まちづくりの推進等に要した経費
（２）６号補正（国経済対策）
　　　①歳入　　1,140,730千円
　　　②歳出　　1,142,127千円
　　　　　国補正に対応した経費の増額
（３）７号補正（２月）
　　　①歳入　　  ▲272,552千円
　　　②歳出　　　▲496,684千円
　　　　　特別会計への繰り出し金の減額等
　　（４）最終予算
　　　　①歳入　　 3,799,897千円
　　　　②歳出　　11,351,105千円
【箕面北部丘陵整備事業特別会計】
（１）当初予算
　　　①歳入　　6,263,275千円
　　　②歳出　　6,263,275千円
　　　　　保有資産の維持管理に要した経費等
　　（２）１号補正（２月）
　　　　①歳入　　▲79,462千円
　　　　②歳出　　▲79,462千円
　　　　　　事業費の精査等
　　（３）最終予算
　　　　①歳入　　6,183,813千円
　　　　②歳出　　6,183,813千円
【大阪府まちづくり促進事業会計】
（１）当初予算
　　　①歳入　　17,021,726千円
　　　②歳出　　33,082,011千円
　　　　　固有資産等所在地市町村交付金及び企業債償還等に要した経費　
　　（２）１号補正（２月）
　　　　①歳入　　 　46,527千円
　　　　②歳出　　　▲9,358千円
　　　　　　定期借地の途中売却に伴う歳入の増額等　
（３）最終予算
　　　　①歳入　　17,068,253千円
　　　　②歳出　　33,072,653千円
５.事務執行状況
（１）歳入
　  （一般会計）
	　事　業　名
	収　入　内　容
	収　入　済　額

	国庫補助金
	市町村指導監督事務費補助
	3,768,000円

令和４年度
2,805,000

	雑入

	大阪都市計画局に関する経費の負担等に関する協定書に基づく局運営に係る費用のうち大阪市負担分　など
	360,888,175円

令和４年度
366,485,598
　


（２）歳出
　  （一般会計）
	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額

	大阪都市計画総務事務費＜都市計画総務費＞

	旅費、需用費等の事務費の執行について適正かつ効率的に行った。
	242,564,721円
　 

デジタル
712,767

契約局
31,458,400

事業調整室
5,383,705
人事局
192,565,556
　　
　　
令和４年度
239,456,208
　　　　　


企画グループ
局の行政の総合企画調整や議会に関する調整を行うとともに、入札・契約事務等、所管業務の適正な執行に努めた。
１．総合企画調整
大阪都市計画行政の総合的かつ計画的な推進を図るため、部局運営方針の策定や国家予算編成の要望等に関する企画及び関係部局や局内各室課との連絡調整を行った。
２．議会に関する調整
府議会・市会の連絡調整を行うため、関係部局等との連絡を密にし、業務の円滑な推進に努めるとともに、本会議、委員会等における関係資料の調整に関する事務を行った。
３．入札・契約事務
入札・契約における透明性、客観性を確保するため、入札参加資格審査会等の運営を行った。

計画調整課
グランドデザイン推進グループ
グランドデザインの推進に向けて、推進体制を構築するとともに、まちづくりの主体的な役割を
担う市町村等と緊密に連携し、「戦略的な情報発信によるまちづくりの機運醸成」や「市町村等の自律的なまちづくりの支援」に取り組んだ。
1.　戦略的な情報発信によるまちづくりの機運醸成

大阪のまちづくりの戦略的な情報発信により、府民や国内外の民間事業者、投資家等に対し、まちづくりの認知度を高め、まちづくりへの参画を促進することにより、大阪のまちづくりの推進を図った。
(1)
 シンポジウム

府民や民間事業者等のまちづくりへの理解・参画機運を高めるよう、これからの大阪のまちづくり等に関する基調講演やパネルディスカッションを実施した。

(2)
 まちづくりセミナー

民間事業者等のまちづくりへの参画促進を図るため、府や市町村が取り組んでいる最新のまちづくり情報を発信した。

(3)
 まちづくりレポート

府民等がまちづくりの進捗を実感でき、参画機運が高まるよう、まちびらきや計画策定などの節目を迎えた取組をとりまとめた。

(4)
 まちづくりポータルサイト

グランドデザインに関する情報や府・市町村の最新の取組をＨＰで広く発信した。

(5)
　プロモーションツールの作成

グランドデザインや市町村のまちづくりを紹介するパンフレットや動画等を作成した。

２.　市町村等の自律的なまちづくりの支援

市町村や民間事業者の自律的なまちづくりを効果的に後押しするため、多様な主体が一体となったまちづくりのコーディネートや、まちづくり情報の提供・技術的支援等に取り組み、大阪全体のまちづくりの推進を図った。

(1) 　鉄道沿線まちづくりの推進

鉄道沿線まちづくり推進会議を開催し、鉄道を軸としたまちづくりに関する情報提供・意見交換を実施した。また、鉄道事業者や沿線市の意向を踏まえ、JR学研都市線沿線まちづくり協議会を設置し、関係者が沿線全体に視野を広げ、まちづくりの方向性等について議論し、沿線のめざす将来像について検討した。

(2) 　まちづくり指針

市町村や民間事業者等に向け、まちづくりの進め方や各種法・補助制度等の支援メニュー等をわかりやすく示した、まちづくりの手引書となる指針を作成した。
３．事務執行状況
（１）歳入
　  （一般会計）
	　事　業　名
	収　入　内　容
	収　入　済　額

	雑入
	大阪のまちづくりグランドデザイン推進に係る大阪市及び堺市の負担金
	6,713,370円
　  

　
令和４年度
3,635,962
令和３年度

2,883,774
　　　　　　　　




（２）歳出
　  （一般会計）
	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額

	グランドデザイン推進費
＜都市計画総務費＞
	大阪のまちづくりグランドデザインの推進に向けた検討調査、情報発信の取組として「まちづくり指針」の作成や、「シンポジウム」、「まちづくりセミナー」の開催などに取り組んだ。

	13,426,740円
　
　　
　
令和４年度
7,271,925

令和３年度

5,767,548
　



広域連携グループ
「大阪のまちづくりグランドデザイン」の推進
「大阪のまちづくりグランドデザイン」の具体化を推進するための取組を実施した。
１．広域サイクルルートを活用したまちづくりの推進
大阪府、奈良県、和歌山県等の関係自治体と広域サイクルルート形成に向けて情報交換等を行った。
また、サイクリングマップの更新やアプリに掲載していくとともに、10月下旬から約１か月間、大和川流域において周遊スタンプラリーや流域市町のサイクル等関連イベントと連携した「大和川サイクル月間2023」を実施した。
２．淀川沿川の地域魅力を活かしたまちづくりの推進
淀川沿いの民間のまちづくり団体等が自由に意見交換を行う「淀川沿川まちづくりプラットフォーム」（平成29年８月発足）において、共通のビジョンとなる「淀川沿川広域連携型まちづくり戦略」（平成30年3月策定）に基づき、意見交換や情報発信等の連携を行った。
また、「大阪京都淀川周遊サイクルディスカバリー」の実施、イベント連携等、中流域と三川合流域の２つのエリアの協議会（平成31年４月発足）における活動を支援した。
３．淀川大堰閘門設置事業（国直轄事業負担金）
　　　大阪・関西万博までに船舶が航行できるよう閘門が設置されることを踏まえ、万博来場者への魅力向上を図り、また、新たな舟運航路による沿川のにぎわいづくりや魅力向上を図り、淀川の広域連携型まちづくりを促進するとともに防災・減災に寄与するため、閘門設置に係る事業費の一部を負担した。
４. 生駒山系の豊かなみどりを活かしたまちづくりの推進
生駒山系のみどりを活かしたまちづくりの推進のため、「生駒山系の歴史・文化遺産を活かしたまちづくりに関する連携会議」を開催し、その取組として、民間団体が実施する「飯盛山歴史山歩」や「信貴山サイクルロゲイニング2023」といったイベント開催について協議・調整を行った。
５．大阪広域ベイエリアのまちづくりの推進
大阪・関西万博も見据えつつ泉州地域の様々な地域資源を活用し、ベイエリア全体の活性化に向けた取組みを進めるため、広域サイクル連携事業として、和歌山県と泉州13市町による「ＷＡＫＡＹＡＭＡ800モバイルスタンプラリー　和歌山×大阪泉州周遊特別版スタンプラリー」を実施した。
６．事務執行状況
　（１）歳入
　  （一般会計）
	　事　業　名
	収　入　内　容
	収　入　済　額

	雑入
	　企業版ふるさと納税による企業からの寄附金
	4,600,000円

令和４年度

4,100,000
令和３年度

3,600,000
　　


（１）歳出
　  （一般会計）
	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額

	グランドデザイン推進費
＜都市計画総務費＞
	〇広域サイクルルートを活用したまちづくり
広域サイクルルート形成に向けて関係自治体と情報交換等を行った。
また、サイクリングマップの更新やアプリ掲載を行うとともに、大和川流域において「大和川サイクル月間2023」を実施した。
〇淀川大堰閘門設置事業（国直轄事業負担金）
淀川大堰閘門設置に係る事業費の一部を負担した。

	2,671,249,000円
　

令和４年度

907,994,000
令和３年度

226,645,100
　


まちづくり調整グループ
都市計画審議会及び国土利用計画審議会を開催し、運営を行った。また、都市計画法の運用やまちづくりに関する国や庁内関係部局等との連絡・調整を行いながら「市町村のまちづくりの支援」をはじめ、「水災害対策とまちづくり」のとりまとめ等の取組を実施した。
また、都市計画に係る研究成果や最近の話題などの情報収集を行うとともに、府関係課や市町村職員を対象とする研修会の開催を行った。
１．都市計画審議会及び国土利用計画審議会の開催
　　 健康で文化的な都市生活と機能的な都市活動を確保し、適正な制限のもとに土地の合理的な利用を図るため、都市計画法に基づき都市計画審議会を開催し、その運営を行った。

  なお、大阪市内における案件について、「広域的な観点からのまちづくり等に係る都市計画に関する事務の委託に関する規約」に基づき、市から事務委託を受け、都市計画審議会に諮った。

公共の福祉の優先、自然環境の保全が図られた国土の有効利用を図ることを目的とし、国土利用計画法に基づき、国土利用計画審議会を開催し、その運営を行った。
２．市町村のまちづくりの支援
八尾空港西側跡地活用について、「八尾空港西側跡地活用検討会議」にオブザーバーとして参加し、都市計画手法を活用したまちづくりに向けて、大阪市、八尾市への技術的助言等を通じて、まちづくりの支援を行った。
３．水災害対策とまちづくり

防災・減災を主流化した立地適正化計画における頻発化・激甚化する水災害への対応方針として作成した「居住誘導区域設定の目安（案）」に基づき、市町村に対し助言等行った。
また、河川室が主体となり開催している流域治水ＷＧや各土木事務所管轄範囲の水防災ＷＧへ参加し、市町村の治水に対する取組状況把握などを行った。
４．事務執行状況
（１）　歳　　入
　  （一般会計）
	事　業　名
	収　入　内　容
	収　入　済　額

	負担金
	広域的な観点からのまちづくり等に係る都市計画に関する事務の委託に要する経費の細目に関する基本協定に基づく、大阪府都市計画審議会へ大阪市からの委託事務に伴う関係経費の大阪市負担分
	200,030円

令和４年度
139,702

　


（２）　歳　　出
　  （一般会計）
	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	審議会
＜都市計画総務費＞

	　
大阪府都市計画審議会並びに大阪府国土利用計画審議会の開催及び運営を行った。
大阪府都市計画審議会審議状況
開催日
案　　件
第1回
R5.8.1

審議   1件
報告 　0件
　計   1件
第2回
R6.2.6

審議   4 件
報告   0 件
計   4 件
大阪府国土利用計画審議会審議状況
開催日
案　　件
第1回
R6.1.25

審議   1 件
報告   2 件
その他 0 件
計   3 件

	1,447,144円

令和４年度
1,733,880

令和３年度
770,836


	都市計画法

国土利用計画法


	都市計画
指導調査費
＜都市計画総務費＞

	都市計画道路等の変更に向け、都市計画審議会の議案書の印刷を行った。（開催日：〔第１回審議会〕令和5年8月1日、〔第2回審議会〕令和6年2月6日）

	147,147円

令和４年度
216,700

令和３年度
95,920


	都市計画法


	国土利用計画
策定費
＜都市計画総務費＞
	「大阪府国土利用計画（第五次）」の策定に向け、国土利用計画審議会の議案書の印刷を行った。（開催日：〔第１回審議会〕令和6年1月25日）
	43,670円

令和４年度
48,037

令和３年度
40,656


	国土利用計画法

	各種協会負担金
＜都市計画総務費＞
	都市計画に関する研究成果と最新の情報等を取得活用し、都市計画の運用の質的向上を図るため、公益社団法人日本都市計画学会に対して、負担金を支出した。
	30,000円

令和４年度
30,000

令和３年度
30,000


	

	交付金
＜都市計画総務費＞
	島本町他９町村
・都市計画法に基づく測量等の際の試掘の許可
・都市計画施設等の区域内における建築の規制
・都市計画事業の認可後の事業地内における建築の許可
	723,000円

令和４年度
747,000

令和３年度
741,000
	都市計画法

	都市計画基礎
調査費
＜都市計画総務費＞
	都市計画法第6条に基づく都市計画基礎調査を行った。

	15,472,592円

令和４年度
5,852,830

令和３年度
6,939,900


	都市計画法

	都市計画縦覧図の修正
＜都市計画総務費＞

	都市計画の決定又は変更が生じた場合に、都市計画法第20条に基づき、公衆の縦覧に供するための都市計画縦覧図の修正を行った。

	14,039,300円

令和４年度
11,968,000

令和３年度
11,872,300


	都市計画法


土地利用計画グループ
「大阪府国土利用計画」及び「大阪府土地利用基本計画」の管理・運営を図るため、土地利用の現況・動向等の調査を行うとともに、「大阪府土地利用基本計画」の計画図の変更を行うなど、国土利用計画法関連計画の適切な運用に努めた。
また、「大阪府国土利用計画（第五次）」に基づき、計画の進捗状況の把握と点検・評価・改善を行うためのＰＤＣＡの実施にかかる検討を行った。
府が都市計画決定・変更を行う、都市計画法第7条に掲げる市街化区域と市街化調整区域との区分（区域区分）（第８回一斉見直し時に保留区域に位置付けた地区の保留解除）及び同法第８条第1項第４の２号に掲げる都市再生特別地区について、都市計画を変更した。
また、第８回一斉見直し時に保留区域に位置付けた地区の保留解除に向けた協議を国及び市町村と行った。
市町村が行う都市計画決定・変更について、同法第８条に掲げる地域地区のうち、用途地域、高度地区、特定街区、防火地域又は準防火地域及び特定防災街区整備地区、同法第11条第１項第７号に掲げる火葬場、同法第12条に掲げる市街地開発事業のうち、市街地再開発事業及び防災街区整備事業並びに同法第12条の４第１項第１号に掲げる地区計画のそれぞれに対し、協議を行った。
また、市町村等が行う都市計画事業の認可を行った。

１．事務執行状況
（１）　歳　　出


　（一般会計）
	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	国土利用計画
策定費
＜都市計画総務費＞
	大阪府国土利用計画審議会を開催し、国土利用計画関係資料集の印刷を行った。（国土審開催：令和６年1月25日）

	65,670円

令和４年度
87,670
	国土利用
計画法


都市施設計画グループ
健康で文化的な都市生活と機能的な都市活動のために必要な都市施設である道路、鉄道、公園・緑地、下水道、土地区画整理事業等について、関係機関と都市計画にかかる協議・調整を行った。
特に、大阪府の都市計画案件として、高槻市域の都市計画道路富田奈佐原線の都市計画変更を行った。
また、市町村の都市計画案件として、都市施設や土地区画整理事業、生産緑地地区の都市計画決定・変更にかかる協議を行うとともに、市町村等が行う都市計画事業の認可を行った。
さらに、都市計画決定後、長期間経過しているが事業着手に至っていない都市計画道路・公園について、関係市町村と都市計画の見直しに関する協議・調整を行った。
その他、都市計画基礎調査として、府域における都市計画道路の将来交通量予測に関する調査を行った。
１．事務執行状況
（１）　歳　　出
　  （一般会計）
	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	【新規】
都市計画指導
調査費
＜都市計画総務費＞
	　府域における都市計画道路の将来交通量予測に係る都市計画基礎調査を行った。

	5,155,200円

	都市計画法


900,000／966,667千円
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